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2016 年 2 月 8 日 

混戦となった米国アイオワ州の党員集会が意味するもの 

 

        公益財団法人  国際通貨研究所  

        経済調査部 副部長 中村明  

11 月の米国大統領選挙の候補者指名争いの初戦となるアイオワ州の民主・共和両党の党

員集会が、2 月 1 日に開かれた。世界で最も注目を集める大統領選挙の幕開けである。結果

は想定外の事態となり、二大政党の候補者選びは混戦の様相を呈している。 

まず、民主党は事前の予想以上の接戦となり、ヒラリー・クリントン前国務長官が 0.2 ポ

イントの僅差により、かろうじて得票率でバーニー・サンダース上院議員を上回った。一

方、共和党はテッド・クルーズ上院議員が、事前の世論調査で支持率が高かった実業家の

ドナルド・トランプ氏を抑え得票率で首位に立った。トランプ氏は票が伸びず 2 位にとど

まり、対照的に世論調査で出遅れていたマルコ・ルビオ上院議員は健闘し 3 位となった。 

党員集会の結果が示すのは、民主党では自称「民主社会主義者」のサンダース氏、共和

党では過激発言を売りにした不動産王のトランプ氏と、いずれにおいても反主流派の大衆

迎合的な候補が一定の支持を得たことである。民主党サンダース氏の善戦はいうまでもな

いが、共和党のトランプ氏もある程度の結果を残したといえよう。トランプ氏は世論調査

での高い支持率と比べれば票が伸びなかったが、他の候補と異なり有権者への戸別訪問な

ど地に足の着いた選挙活動を行わず、また差別的で過激な発言を繰り返してきたため、有

権者が実際に投票に至るか疑問視する声があったことから判断すれば健闘に値するのでは

ないか。 

両者の善戦により明らかとなったのは、米国民の経済・社会への不満は本当に大きいと

いうことである。昨年 11 月にパリでテロが、また 12 月には米国内で銃乱射事件がおきた

ことからテロ問題への関心が高まるなか、経済の底堅さを背景に、選挙の争点として経済

問題の比重は大きくないようにもみえた。しかし、党員集会の結果は、少なくともアイオ

ワ州においては、低所得層の所得の伸び悩みや経済格差の拡大などが深刻な問題となって

いることを示唆した。 

2 月 9 日のニューハンプシャー州予備選挙をはじめ、今後全米で展開される指名争いを通

じ、全国でどれだけの有権者が経済・社会へ失望と不満を抱えるかが明らかとなる。同時

に、苦戦を強いられた主流派の候補が集票を意識し反主流派の主張に擦り寄るか否かに注

目することで、米国がさらに内向き志向を強める可能性を逐一捕捉することにつながろう。 
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